
 

 
 

法務大臣認証第 43 号 裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律に基づく特例 

１ 時効の中断（法第２５条） 

２ 訴訟手続の中止（法第２６条） 

３ 調停の前置に関する特則（法第２７条） 

多数の専門士業等が和解あっせん人又は仲裁人に！ 

弁護士、司法書士、土地家屋調査士、不動産鑑定士、宅建協会会員、公認会計士、

一級建築士、社会福祉士、社会保険労務士、税理士、消費生活相談員、 

医師、歯科医師、臨床心理士 

 

例えば・・・境界問題を含む不動産の買取り請求を求めるような事案 

⇒ 弁護士、土地家屋調査士、不動産鑑定士 

注文住宅の不具合の修繕を求めるような事案 

⇒ 弁護士、宅建協会会員、建築士 

和 解 成 立 

35% 

和解不成立 
33% 

相手方不応諾 

32% 

高い和解成立率！ 

相手方不応諾を除けば 

５割以上和解成立！ 
センター事務局 

〒530-0047 

大阪市北区西天満 1-12-5 

大阪弁護士会館 1 階 

TEL：06-6364-7644 

手数料も低額！ 

申立手数料 １０，０００円 

成立手数料 紛争解決額が、100万円未満なら、１５，０００円 

       100万円以上 200万円未満なら、２０，０００円 

       200万円以上 500万円未満なら、３０，０００円 

500万円以上 1千万円未満なら、５０，０００円 

※1千万円以上は、事務局にお問合せください。 

 

申立費用や代理人弁護士費用を立替える法律援助制度もあります！ 


